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要 旨 

下顎枝矢状分割術は下顎の骨格，咽頭気道前後径，口腔および咽頭の容積，舌

骨の位置に影響を与え，この処置により下顎を後方に移動させることが，嚥下動

態に影響することは明らかにされている。下顎枝矢状分割術前後のセファロ分

析による骨格変化，舌への影響，舌骨の位置変化，咽頭気道前後径の変化につい

ては様々な報告されている。今回，下顎枝矢状分割術前後の舌骨の位置と咽頭気

道前後幅径および嚥下動態の変化との関係について術前と術直後で検討した。

対象は骨格性下顎前突症患者のうち，下顎を後退させる下顎枝矢状分割術を単

独施行した患者 27 名。方法はセファロ分析および Videofluorography （VF 検

査）を下顎枝矢状分割術前，術後 7 ～ 10 日目に行い，舌骨の位置を示す∠HSN，

S-H，C3-H の術前術後の変化率をそれぞれ X 軸にし，咽頭気道前後幅径変化率

と VF 検査の移送時間の術前術後の変化率を Y 軸にとり，各変化率の相関性

を検討した。セファロ分析では術直後に舌骨の後下方への移動と咽頭気道幅径

の狭小化がみられ，舌骨の位置の変化率と咽頭気道前後幅径の変化率に相関性

を認めた。また，セファロ分析での舌骨の位置の変化率と VF 検査での口腔期

移送時間変化率に相関性を認めた。以上より，下顎枝矢状分割術により術直後に

舌骨が後下方に移動を認め，その移動の大きさにより嚥下動態に変化を及され

ることが示唆された。 



2 

 

緒 言 

下顎枝矢状分割術は顎変形症患者に対する手術で最も一般的に行われており，

個性正常咬合の獲得や審美性の改善が期待される 1)。下顎枝矢状分割術を行い下

顎体が後方に移動することで固有口腔の狭小化，咽頭気道前後径，舌骨の位置に

影響を与え，一時的に発音障害，嚥下障害等の術後合併症を認めることがある

2,3)。 

一般的に，摂食嚥下障害は口腔癌術後の患者に頻繁に発生する。近年，放射線

治療，化学療法，腫瘍切除方法，再建外科手術の進歩により口腔癌治療後の患者

の生活の質（QOL）は大幅に向上したが，摂食嚥下障害は依然と解決が必要な問

題となっている 4,5)。口腔癌術後の嚥下障害の重症度は腫瘍の部位，切除方法，

再建材料などによって異なる 6)。また，口腔癌術後の嚥下障害は実質組織の欠損，

残存組織の可動性，舌，軟口蓋，咽頭などの知覚麻痺 7,8)によって引き起こされ

るが，舌骨の位置の変化によっても引き起こされることが解明されている 9)。こ

のように嚥下障害については口腔癌術後についての研究が多く，顎変形症に対

する治療と嚥下障害についての研究は少ない。 

これまで，下顎枝矢状分割術前後のセファロ分析による骨格変化，舌への影響，

舌骨の位置変化，咽頭気道前後径の変化についての様々な報告がある 10-13)。ま

た，CT や MRI を用いて咽頭部や気道流量などの変化も報告されているが 14,15)，
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下顎枝矢状分割術が嚥下動態に与える影響についての報告はほとんどない。 

下顎枝矢状分割術が舌骨の位置に影響を与えることは既に報告されている 16)。

また，口腔癌手術も舌骨の位置に影響を与えるが，口腔癌手術は腫瘍の拡がり等

によって術式は一定ではない。しかし下顎枝矢状分割術は術式がほぼ一定で定

型的手術のため，舌骨の位置や嚥下動態に与える影響は限定的である。下顎枝矢

状分割術のように定型的手術を検討することで，舌骨の位置の変化や嚥下動態

に与える影響を分析することができると考えられる。 

これまでに下顎枝矢状分割術が嚥下動態に与える影響について検討してきた。

具体的には，下顎枝矢状分割術を施行し下顎が後退した患者は，術後約 1 週間

ではバリウム 10 ml の嚥下時間が有意に延長し，術後 3 か月では嚥下時間は術前

の状態に回復していた。術前後のセファロ分析では，SNB および ANB は術直後

から大きく変化し，後方に移動し，術後 3 か月および 6 か月においても下顎の

位置は安定していた。しかし，舌骨の位置は術直後大きく変化する傾向であった

が，術後 3 か月および 6 か月で術前の位置に後戻りする傾向がみられた。また，

咽頭気道前後径は術直後に狭小化する傾向がみられたが，術後 3 か月および 6

か月では一定の傾向は認めなかった 17)。以上のことから舌骨の位置変化が嚥下

動態に影響を与える可能性が考えられた。 

 このような背景から今回は，下顎枝矢状分割術前後の骨格系，特に舌骨位置変
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化と咽頭気道前後径および嚥下時間との相関関係の有無について比較検討した。 

 

材料および方法 

 1．対象 

 2009 年から 2015 年に日本大学歯学部付属歯科病院で骨格性下顎前突症に下

顎枝矢状分割術を単独施行した患者 27 名である。上顎に対する Le FortⅠを施行

した患者は除外した。対象患者の内訳は男性：8 例，女性：19 例，平均年齢 24.4 

± 8.3 歳であった。下顎枝矢状分割術の骨片固定は，チタンミニプレートおよび

吸収性プレートが使用されていた。顎間固定の術後 3～6 日間は，エラスティッ

クゴムおよび金属ワイヤーを使用されていた。下顎骨の後方移動量は平均 8.1 ± 

2.15 mm であった。 

 2．セファロ分析 

 下顎枝矢状分割術前後の形態的変化はセファロ分析で行った。セファロ分析

はフランクフルト平面を床と平行で，中心咬合位で撮影した。セファロ分析は下

顎枝矢状分割術前および術直後に行った。分析項目は骨格系の計測で①SNA，②

SNB，③ANB，④∠HSN（S と舌骨の最下点（H）を結んだ線が SN 平面に交わ

る角度），⑤S-H（S から H までの距離），⑥C3-H（第三頸椎前方部の最下点から

H までの距離），⑦M-H（下顎下縁平面（MP）から H に直行する距離）で行い，
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咽頭気道前後径の計測は⑧SPPS（PNS と PSP の中点を通る FH 平面と平行な線

上における軟口蓋と咽頭後壁との距離），⑨MPS（PSP を通る FH 平面と平行な

線上における舌と咽頭後壁との距離），⑩IPS（第二頸椎前方部の最下点と通る

FH 平面と平行な線上における舌と咽頭後壁との距離），⑪EPS（喉頭蓋先端を通

る FH 平面と平行な線上における舌と咽頭後壁との距離）で行った（図 1）。 

 3．嚥下機能検査 

 嚥下機能検査は Videofluorography（VF 検査）で行った。VF 検査は日本摂食嚥

下リハビリテーション学会作成「嚥下造影の標準的検査法」に従い施行した。検

査時期は下顎枝矢状分割術前と術後 7～10 日で設定し，それぞれの測定時の呼

吸サイクルは呼吸停止状態で行った。VF 検査は，定量的評価と定性的評価で行

った。定量的評価はバリウムの移送時間によって行った。バリウムの移送時間は，

①口腔期移送時間（喉頭挙上を開始してから下顎枝後縁をバリウム後端が通過

するまでの時間），②咽頭期移送時間（下顎枝後縁を通過してから食道入口部を

バリウム後端が通過するまでの時間），③全移送時間（口腔期＋咽頭期）につい

て，それぞれ下顎枝矢状分割術前後に計測を行った。定性的評価にあたっては舌

可動性，嚥下前咽頭流入，軟口蓋挙上，喉頭可動性，喉頭蓋谷残留，嚥下後口腔

内残留を調べた。VF 検査動画は WinDVD Creator （インタービデオジャパン，

東京）を使用して分析した。 
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 4．分析方法 

 セファロ分析は術前後のデータを平均±標準誤差で表し，2 群間の有意差検定

は Student’s t-test を用いた。また，p ＜0.05 を有意差ありと判定した。 

 舌骨位置と咽頭気道前後径および VF 検査での移送時間との相関関係は，それ

ぞれの検討項目の術前後の変化率を求め，その変化率について相関関係を検討

した。変化率の計算式は下記のように求めた。 

⊿（各変化率）＝（術後の計測値）－（術前の計測値）／（術前の計測値） 

舌骨位置の術前後の変化率，咽頭気道前後径および VF 検査の移送時間の各変化

率の相関関係を検討した。相関関係は Pearson の相関係数を用いて有意確率の検

定を行い p ＜0.05，p ＜0.001 を有意差ありと判定した。各々の検定は統計ソフ

ト Dr. SPSS （Dr. SPSS II for Windows; SPSS ジャパン，東京）を用いて行った。 

 本研究の主旨を十分に説明し書面による同意のもと，日本大学歯学部倫理委

員会の承認を経て（倫許 2012-8）本研究を施行した。 

 

結 果 

1．セファロ分析 

骨格系のセファロ分析において下顎枝矢状分割術を行い下顎骨の後方移動を

したため∠SNB，∠ANB が術前後に有意差を認めた。∠SNA は上顎骨に対する
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手術は行っていないため変化はなかった。舌骨の位置の変化は，∠HSN，S-H，

C3-H，M-H とも有意に角度および距離の増加し，咽頭気道前後径はいずれの項

目も有意に狭小化を認めた（表 1）。 

2．嚥下機能検査 

 図 2 および表 2 に VF 検査バリウム移送時間の結果を示す。口腔期移送時間で

は術前 0.346 ± 0.155 sec. 術後 0.510 ± 0.233 sec.で移送時間は有意に延長してい

た。咽頭期移送時間は術前 0.299 ± 0.079 sec. 術後 0.242 ± 0.233 sec.と移送時間は

有意に短縮していた。全移送時間においては術前 0.649 ± 0.140 sec. 術後 0.743 ± 

0.231 sec. で口腔期移送時間の影響を大きく受け，術後に有意に延長した。 

 定性的評価では，術前に比べ術後で舌可動性，軟口蓋挙上および喉頭可動性の

不良症例が多くみられた。また，喉頭可動性不良症例が多いため喉頭蓋谷残留症

例が多くみられた。嚥下前咽頭流入は術前後ともみられなかったが，術後で嚥下

後口腔内残留症例が多くみられた（表 3）。 

3．各変化率の相関関係について 

1）舌骨位置と咽頭気道前後径の変化率の相関 

 表 3 に舌骨位置と咽頭気道前後径，舌骨位置と嚥下時間および嚥下時間と咽

頭気道幅径の変化率の相関を示す。⊿∠HSN と⊿EPS に正の相関関係を認めた。

また，⊿C3-H と⊿SPPS との間で負の相関を認めた（図 3）。 
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2）舌骨位置と嚥下時間の変化率の相関 

 ⊿S-H および⊿M-H と口腔期移送時間とに正の相関関係を認め，⊿S-H およ

び⊿M-H と咽頭期移送時間との間に負の相関関係を認めた。また，⊿M-H と咽

頭期移送時間とに負の相関関係を認めた（図 4）。 

3）嚥下時間と咽頭気道前後径の変化率の相関 

 ⊿MPS と口腔期移送時間との間に負の相関関係を認めた（図 5）。 

 

考 察 

 嚥下障害は口腔癌術後に多く認められ，腫瘍の占拠範囲，切除範囲，切除方法，

再建方法などの重症度に左右される 18)。口腔癌手術で舌骨上筋群が切除される

と，舌骨は舌骨下筋群に牽引され下方に移動する。下方に移動することで嚥下障

害が発生する 19)。下顎枝矢状分割術においても下顎骨後方移動の症例では舌骨

が後下方に移動する。この舌骨の後下方移動が嚥下動態と咽頭気道前後径にど

のような関係があるかを検討した。 

 セファロ分析では，下顎の後方移動のみの症例のため，∠SNA は変化なく，

∠SNB および∠ANB が変化し，下顎前突症は改善されていた。舌骨の位置を計

測した∠HSN，S-H，C3-H，M-H は術前に比べ値が有意に大きくなっており，こ

のため舌骨は後下方に移動したと考えられる。また，咽頭気道前後径を計測した
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SPPS，MPS，IPS，EPS の各数値はそれぞれ有意に値が小さくなっており，咽頭

気道前後径は狭小化したことが示された。つまり下顎枝矢状分割術による下顎

骨後方移動は舌骨を後下方に移動させ，咽頭気道前後径を狭小化させた。 

 VF 検査の定量的評価において，口腔期移送時間は有意に延長し，反対に咽頭

期移送時間は有意に短縮した。また全移送時間では，口腔期移送時間が大きく影

響して延長した。 

 VF 検査の定性的評価において，術後に舌可動性，軟口蓋挙上の不良症例が多

くみられた。この現象は，下顎が後退することによって口腔容積の狭小化を誘導

し，舌および軟口蓋の運動障害が生じたためと考えられた。また，喉頭可動性も

不良症例が多くみられた。セファロ分析では喉頭の変化について計測していな

いが，下顎の後退によって舌骨が後下方に移動し，さらに喉頭蓋も下方に移動し

ていた。舌骨の位置の変化と喉頭蓋の位置の変化 20）のため，舌骨上筋群および

下筋群の運動障害が生じることで，喉頭蓋可動性の不良症例が多くみられた。 

 舌骨位置と咽頭気道前後径の変化の関係性は，∠HSN と EPS の変化率に正の

相関性，C3-H と SPPS の変化率に負の相関性がみられた。∠HSN が大きくなる

と舌骨は後方に移動し，C3-H が大きくなると頸椎から舌骨が遠くなり，舌骨が

後下方に移動する。これらの結果から，舌骨の位置は前後的変化よりも下方移動

による変化が大きくなり，咽頭気道前後径への影響を与えると考えられた。 



10 

 

 舌骨位置と嚥下時間の変化の関係性は，口腔期移送時間と S-H および M-H の

変化率で正の相関性，咽頭期移送時間と S-H および M-H との変化率で負の相関

性がみられた。S 点から舌骨位置の距離が大きくなることで，舌骨が下方に移動

した。その結果，下顎下縁平面と舌骨の距離が大きくなり，舌骨が後下方へ大き

く移動するほど口腔期移送時間は延長し，咽頭期移送時間は短縮することが示

唆された。 

 咽頭気道前後径と嚥下時間の変化率の関係性は，MPS と口腔期移送時間との

変化率で負の相関性がみられた。下顎枝矢状分割術によって下顎が後方に移動

し，さらに舌が後方に移動する。舌と咽頭後壁との距離が縮まり，口腔期移送時

間は延長することが示唆された。下顎枝矢状分割術による下顎骨の後方移動は，

定性的評価においても多くの症例で舌可動性の不良がみられたことから，口腔

容積が狭小化し，舌の運動制限が生じたと考えられた。 

 以上のことから，下顎枝矢状分割術によって口腔容積の狭小化，舌骨の後下方

への移動，咽頭気道前後径の狭小化が生じ，嚥下時間，特に口腔期移送時間の延

長がみられるようになった。定性的評価においても舌，軟口蓋，喉頭蓋の可動性

が不良になり，バリウムの嚥下後口腔内残留や喉頭蓋谷残留などがみられるよ

うになった。顎変形症，特に下顎前突症患者に対する下顎枝矢状分割術は下顎の

後退に伴い，舌骨は後下方へ移動し，舌，舌骨，舌骨上筋群および舌骨下筋群の
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位置変化が嚥下動態に影響を与えることが示唆された。 

 

結 論 

 骨格性下顎前突症に対する下顎枝矢状分割術が嚥下動態に与える影響につい

て検討した結果，以下の結論を得た。 

1．骨格系セファロ分析において術後，下顎は後方に移動した。 

2．骨格系セファロ分析において術後，舌骨は有意に後下方に移動した。 

3．咽頭部セファロ分析において術後，咽頭気道前後径は有意に狭小化した。 

4．嚥下時間において術後，口腔期移送時間は有意に延長した。 

5．嚥下時間において術後，咽頭期移送時間は有意に短縮した。 

6．VF 検査の定性的評価において術後，舌，軟口蓋，喉頭蓋の可動性の不良症例

が多くみられた。また，バリウムの喉頭蓋谷残留，嚥下後口腔内残留がみられる

症例が多かった。 

7．舌骨位置と咽頭気道幅径の変化率の関係性は∠HSN と EPS の変化率で正の

相関性，C3-H と SPPS の変化率に負の相関性がみられた。 

8．舌骨位置と嚥下時間の変化の関係性は，口腔期移送時間と S-H および M-H の

変化率で正の相関性，咽頭期移送時間と S-H および M-H との変化率で負の相関

性がみられた。 
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9．咽頭気道前後径と嚥下時間の変化率の関係性は，MPS と口腔期移送時間との

変化率で負の相関性がみられた。 

10．舌，舌骨，舌骨上筋群および舌骨下筋群の位置変化は，嚥下動態に影響を与

えることが示唆された。 
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図および表 



18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① SNA，②SNB，③ANB，④∠HSN，⑤S-H，⑥C3-H，⑦M-H，⑧SPPS 

⑨MPS，⑩IPS，⑪EPSで計測を行った。 

 

 

 

図 1 セファロ分析 
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骨格系のセファロ分析において，∠SNB，∠ANBが術前後に有意差を認めた。

∠SNAの値は変化がなかった。舌骨の位置の変化は，∠HSN，S-H，C3-H，M-H

とも有意に角度および距離の増加し，咽頭気道前後径はいずれの項目も有意に

減少を認めた。 

* : p < 0.05 （角度；°距離；mm） 

表1 セファロ分析の結果 
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術前および、術直後の各計測部分のバリウム通過時間の値を示す。 

 

 

術前および、術直後の各計測部分のバリウム通過時間の値を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2 VF検査による定量的評価 
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口腔期移送時間では術前と比較して，術直後の移送時間が有意に延長してい

た。咽頭期移送時間は術前と比較して，術直後の移送時間が有意に短縮してい

た。全移送時間においては術前と比較して，術直後の移送時間が口腔期移送時

間の影響を大きく受け，術後に有意に延長した。 

 

 

 

 

図 2 VF 査による嚥下時間  
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術前に比べ術直後で舌可動性，軟口蓋挙上および喉頭可動性，喉頭可動性の不

良症例が多くみられた。また，喉頭蓋谷残留症例が多くみられ，嚥下前咽頭流

入は術前後ともみられなかったが，術後で嚥下後口腔内残留症例が多くみられ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

表 3 VF 検査による定性的評価 
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⊿∠HSNと⊿EPS，⊿C3-Hと⊿SPPSとの間のみに相関性を認めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4舌骨位置と咽頭気道前後径の変化率の相関性 
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⊿S-Hおよび⊿M-Hと口腔期移送時間，⊿S-Hおよび⊿M-Hと咽頭期移送時間

との間に関係を認めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表5 舌骨位置と嚥下時間の変化率の相関性 
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⊿MPSと口腔期移送時間との間のみに相関性を認めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表6 嚥下時間と咽頭気道前後径の変化率の相関性 
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⊿∠HSNと⊿EPSに正の相関関係を認め，⊿C3-Hと⊿SPPSとの間で負の相関

性を認めた。 

 

 

図 3舌骨位置と咽頭気道前後径の変化率の相関性 
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⊿S-Hおよび⊿M-Hと口腔期移送時間とに正の相関関係を認め，⊿S-Hおよび⊿

M-Hと咽頭期移送時間との間に負の相関関係を認めた。 
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図 4 舌骨位置と嚥下時間の変化率の相関性 
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⊿MPSと口腔期移送時間との間に負の相関関係を認めた。 
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図 5嚥下時間と咽頭気道前後径の変化率の相関性 


